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退院後支援のあり方について

国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所
地域精神保健・法制度研究部

藤井 千代

※本講演に関連し、開示すべきCOI関係にある企業等はありません

退院後支援の経緯
• 平成16年：精神保健医療福祉の改革ビジョン「入院医

療中心から地域生活中心へ」
• 平成25年：医療保護入院者への退院支援（精神保健福

祉法改正）
• 平成29年：措置入院者への退院後支援の義務化を含む

改正法案⇒廃案
• 平成30年：厚生労働省「地方公共団体による精神障害

者の退院後支援に関するガイドライン」
• 令和４年：非自発入院者への退院支援（精神保健福祉

法改正）
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退院後支援の理念

•本人の意思の尊重
•多職種による支援ニーズ等のアセスメント
•必要に応じたケースマネジメント（包括的支援マ
ネジメント）の提供

•丁寧な個別支援を通じた地域包括ケアシステム
（にも包括）の構築

包括的アプローチの重要性

Biological

Social Psychological

薬物療法
mECTなど

環境調整
就労/就学支援
居住支援
生活訓練/支援
服薬管理/金銭管理
個別作業療法
など

精神療法
心理的サポート
トラウマケア
心理教育
など

Biopsychosocial model
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精神疾患の経過と入院による治療内容

治療内容

心理的ケア

薬物療法

環境調整

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

関係性の構築 認知行動療法心理的サポート心理検査 認知行動療法
トラウマケア

治療継続、障害受容等に伴う心理的ケア

処方の調整 維持療法

入院

個別作業療法

服薬指導

疾病教育
個別作業療法

個別心理教育

社会技能訓練

金銭・生活管理

家族支援
生活環境調整

包括的支援ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

外出・外泊訓練

退院前訪問指導 居住支援

外来・在宅

多職種ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ 退院支援計画 クライシスプラン
多職種・多機関

ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

公認心理師等

医師・薬剤師等

作業療法士・看護師・精神
保健福祉士・理学療法士等

精神保健福祉士等

全職種・病院外支援者

薬物療法・mECT等の
生物学的治療による
急性期症状のｺﾝﾄﾛｰﾙが中心

生物心理社会モデル
（包括的治療）

心理・社会的治療と包括的治療のマネジメント
（包括的支援マネジメント）の必要性↑

出典：地域における精神科医療機関の役割に関する研究（研究分担者：来住由樹）
（令和５年度 厚労科研「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究）

救急病棟・急性期病棟に入院した人への支援に関する好事例分析

入院中から外来・地域ケアまでの包括的ケアの実施と連続性が
よりよい転帰に結びつく鍵

出典：厚生労働省科学研究費補助金 ：入院中の精神障害者の円滑な早期の地域移行
及び地域定着に資する研究:コホート研究（研究代表者：山口創生）
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入院早期からのケースマネジメント

入
院

急
性
期
治
療

包括的アプローチ
アセスメント

支援ニーズアセスメント
ストレングスアセスメント
ケア会議

院内多職種ミーティング
拡大ケア会議
退院に向けた支援

リハビリテーション
疾病教育（心理教育）
退院後支援計画作成
クライシスプラン作成
退院前訪問
家族支援 など

退
院

外来通院

デイケア

訪問看護

障害福祉・介護サービス

その他の関係機関
（保健所、学校、etc）

関
係
者
・
機
関
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

本人の支援ニーズ・課題を把握する

環境に関する課題は？

居住環境 対人関係
家庭内の問題 経済的問題

生活機能は保たれているか？

食事、掃除、セルフケア、連絡手段、
基礎学力、金銭管理

社会参加の状況は？

就労、日中活動、対人交流

心身の状態は？

精神症状、身体合併症
心理的苦痛

治療・支援は継続できる？

疾病理解、アドヒアランス

行動に関する課題はあるか？
アルコール、薬物、嗜癖、衝動性
自傷、他害
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退院後支援のニーズに関するアセスメント
評価項目

住居：退院後の居住先
経済的援助：経済的援助の必要性
親しい関係者：家族、ﾊﾟｰﾄﾅｰ等との関係
子供の世話：18歳以下の子供の養育
介護：高齢者、障害者の介護
食事：料理、外食、適切な食事の購入
生活環境の管理：生活環境を整えること
セルフケア：清潔の保持（入浴、歯磨き等）
電話：電話連絡のしやすさ
移動：公共交通機関、車等の利用
金銭管理：お金の管理と計画的な使用
基礎教育：読み書き、計算等の基礎学力
交流：家族以外との社会的な交流
日中の活動：就労、就学、デイケア等

精神病症状：幻覚妄想、思考障害等

身体的健康：身体疾患、副作用
心理的苦痛：不安、抑うつ、心配ごと等
性的な問題：性に関する悩み
処遇・治療情報：情報提供の有無と理解
治療・支援への動機づけ/疾病自己管理
アルコール：アルコール関連の問題全般
薬物：処方薬依存を含む薬物関連の問題全般
他者に対する安全：暴力、威嚇行動等
自分に対する安全：自傷行為等
その他の行動上の問題：衝動性、嗜癖等
その他（その他のニーズがあれば記載）

The Camberwell Assessment of Needの邦
訳版に一部項目を追加

生
活
機
能
等

環
境
要
因
等

心
身
の
状
態

治療継続に
関する課題

行
動
に
関
す
る

課
題

社会
参加

本人のストレングスを見出す

• 優しい、思いやりがある、頑張り屋である、感受性
が豊か、几帳面・・・etc.性格・性質

環境のストレングス
（資源・社会関係・機会）

• 読書が好き、楽器を演奏していると時間を忘れる、
人と話すことが好き、映画鑑賞が趣味・・・etc.関心・意欲

才能・技能
• パソコンを使える、料理ができる、SNSを

やっている、自分の部屋をいつもきれいにし

ている・・・etc.

• 就労している友人がいる、近所の人が親切、

家が駅から近い、貯金が〇万円ある・・・etc.
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多職種チーム会議の開催

多職種でアセスメント、支援方針の検討を行う 本人参加が推奨

拡大ケア会議

地域の支援者、外来担当者なども
参加を推奨

本人参加による支援計画立案

救急・急性期

強制的な入院プロセス
も少なくない
→障害の受容が困難

支援者への不信感

本人の心理面に配慮しな
がら、多職種チームで十
分な説明、本人の希望等
について積極的に傾聴

退
院
後
支
援
計
画
作
成

本人と支援提供者の共同意思決定のプロセスによる本人参加型の支援計画立案

退
院
後
支
援
に
つ
い

て
協
議
す
る
た
め
の

会
議
へ
の
本
人
参
加

• 事前の信頼関係構
築がポイント

• 本人が希望を伝え
やすい雰囲気で

・・・一方で、支援の必要性が高いにもかかわらず、医療・支援の必要性を理解する
ことが困難な人も多いという現実もある
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支援ニーズ／課題への対応
支援者

（機関名・担当者
名・連絡先）

支援者の実施事項
（※１）

本人の実施事項
（※１）

課題内容
本人の希望

支援の
必要性評価項目

□環境要因

□
生活機能
（活動）

□社会参加

□心身の状態

□
支援継続に
関する課題
（※２）

□
行動に関する

課題
（※３）

退院支援計画書（一部）

専門職への貢献臨床指標の改善 連携への貢献

・アセスメントの強化
・院内多職種連携の促進
・治療やケアの質の向上
・治療目標の明確化
・自分の役割の明確化

・入院の⾧期化を抑制
・再入院率の減少
・地域生活日数の増加

・ケア会議開催の標準化
・実施内容の均てん化
・地域支援機関との

実施内容の共有
・地域ｰ病院の状況や

役割の意識化

ケースマネジメントの効果 研究協力病院における実践から

多職種連携を促進し、効果的かつ戦略的な患者支援につながるもの

出典：地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究（研究代表者：藤井千代）

連携の効率化、人材育成のためのツール
（形式を整えることが目的ではない）
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非同意入院者の退院に向けた支援の充実

• 退院後生活環境相談員を選任（医療保護入院は現行の
まま）

• 本人や家族等から求めがあった場合、退院促進のため
必要な場合は、退院促進のための地域援助事業者（地
域の福祉・介護等の関係機関）を紹介しなければなら
ない

退院に向けた取組みの充実
医療-福祉（介護）連携の促進

改正精神保健福祉法（R６年４月施行）

本人への直接支援を提供しつつ、本人の医療ニーズや生活ニーズを適切に把握
し、医療・福祉・保健・就労・教育・介護など、さまざまなサービスのネット
ワークを構築し、包括的かつ継続的なサービス提供を行うこと。

退院後の包括的支援マネジメント（ケースマネジメント)

• 本人との信頼関係に基づく継続的
な対話が必要

• ニーズや課題だけでなく、本人の
ストレングス（強み）を知り、本
人に寄り添いつつ連携構築を行う

• 必要に応じて医療機関等の施設外
での支援（アウトリーチ）を行う
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精神障害者に対する包括的支援マネジメントのイメージ

多職種チームによるアセスメントと支援計画に基づく必要なサービスの提供、支援機関間の調整を
行い、個人のニーズに合った包括的ケアを提供する

医療サービス

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

障害福祉サービス

サービス事業者

他医療機関（内科等）

個別支援計画作成 サービス提供

計画相談支援：サービス等利用計画作成
計画の見直し：サービス事業者等との連携

デイケア等担当者 訪問看護・指導担当者

多職種チーム会議の開催
アセスメント、ケア計画作成・見直し
定期的評価 ケア会議の開催 他機関との調整
利用者への直接支援 （受診援助、訪問等）

相談支援専門員

職場学校

マネジメント担当者
＜MHSW、看護師等＞

顔の見える連携

主治医

本人

包括的支援が
必要な人

ハローワーク

行政機関

保健所 市町村

保健師、MHSW、精神保健福祉相談員等

顔の見える連携

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム（イメージ）

安心して自分らしく暮らすために･･･

社会参加、地域の助け合い、普及啓発

住まい

企業、ピアサポート活動、自治会、ボランティア、NPO等

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議の場、保健所

バックアップバックアップ

バックアップバックアップ

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談）
・発達障害者支援センター（発達障害）
・保健所（精神保健専門相談）
・障害者就業・生活支援センター（就労）
・ハローワーク（就労）

病気になったら･･･

医療

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・精神科デイ・ケア、精神科訪問看護
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障害福祉・介護

（介護保険サービス）
■在宅系：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス 等

■介護予防サービス

■地域生活支援拠点等

（障害福祉サービス等）
■在宅系：
・居宅介護 ・生活介護
・短期入所 ・就労継続支援
・自立訓練
・自立生活援助 等

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター

バックアップ

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護 等

■施設・居住系サービス
・施設入所支援
・共同生活援助
・宿泊型自立訓練 等

日常生活圏域

市町村

障害保健福祉圏域

※ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステ
ムは、精神障害を有する方等の日常生活圏域
を基本として、市町村などの基礎自治体を基
盤として進める

※ 市町村の規模や資源によって支援にばらつ
きが生じることがないよう、精神保健福祉セン
ター及び保健所は市町村と協働する

通所・入所通院・入院

圏域の考え方

訪問

・自宅（持ち家・借家・公営住宅等）
・サービス付き高齢者向け住宅
・グループホーム 等

訪問

・市町村（精神保健・福祉一般相談）
・基幹相談支援センター（障害）

・地域包括支援センター（高齢）

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

訪問相談にも対応します。

■相談系：
・計画相談支援
・地域相談支援
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ケースマネジメントの診療報酬上の評価

令和2年度診療報酬改定
精神科退院時共同指導料
外来又は在宅療養を担う保険医療機関の多職種チームと入院中の
保険医療機関の多職種チームが、当該患者の同意を得て退院後の
療養上必要な説明及び指導を共同で行った場合に算定
療養生活環境整備指導加算
精神科退院時共同指導料１の算定患者に対して、保健師、看護師、
又は精神保健福祉士がケースマネジメントを行った場合に、１年
を限度に、月１回250点加算

500点
療養生活継続支援加算に一元化

令和6年度～

療養生活継続支援加算 350点（月1回）

•重点的な支援を要する患者に対して、多職種によ
る包括的支援マネジメントに基づいた相談・支援
を実施した場合についての評価

入院後の患者のみではなく、入院経験のない患者も対象

令和4年度診療報酬改定
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• 精神科外来において、多職種・多機能の支援が 「あた
りまえ」になること

• 患者本人を中心とした、福祉や行政、その他の関係者・
関係機関との連携、包括的なサービスの評価

療養生活継続支援加算 が目指すこと

令和6年度、在宅精神療法にも適用可
看護師、保健師でも算定可能に

精神疾患を有する者の地域移行・地域定着に向けた重点的な支援を提供する病棟の評価の新設

出典：
厚労省 令和６年度診
療報酬改定の概要
令和６年３月５日版
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出典：厚労省 令和６年度診療報酬改定の概要 令和６年３月５日版

精神科入退院支援加算の新設

出典：
厚労省 令和６年度診
療報酬改定の概要
令和６年３月５日版
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まとめ

• 本人の地域生活を支える退院後支援の推進が求められ
ている

• 退院後支援は入院中から始まる
• 退院してからのケースマネジメントが重要
• 法改正により、一層の地域連携が求められている
• 退院後支援による連携の推進により、「にも包括」構
築への波及効果も期待される


